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要約
　平成 24 年 8 月に中央教育審議会より、教職大学院を中心とする教員養成の修士レベル化が答
申された。しかし、その後 12 月の総選挙による政権交代後、政府の教育改革実行会議の立ち上
げ、自民党教育再生実行会議による教員インターン制の提唱などにより、文部科学省・中央教育





  The purpose of this paper is to clarify some recent trends in reforms in teacher 
education in Japan since the publication of the report of Central Council of Education 
in August, 2012. It recommends the establishment of graduate schools of education and 
the introduction of a teacher's license renewal system. However, a change of government 
following the general election in December, 2012 resulting, the new government suggesting 































































　以上のような観点を踏まえて、本研究においては平成 24 年 8 月の中央教育審議会答申以降の
動向を通して、今後の我が国の教員養成制度の方向性について明らかにすることを目的とする。
２．教員養成をめぐる現状と課題 6）





　さらに、ベテラン教員の大量退職・新任教員の大量採用が今後も数年間見込まれ、3 分の 1 の









































































































































　平成 24 年 12 月の総選挙後、それまでの民主党政権に代わって、自民党が政権を奪還した。教
育改革を選挙公約の重要な柱の１つとして、マニフェストに掲げる安倍政権は、第 1 次提言（平
成 25 年 2 月）、第 2 次提言（5 月）を明らかにした。その中でも特に第２次提言は、新政権の教
員養成施策に関わる重要な案件を含んでいる。




































































































　ところで、政権交代に伴う教員養成政策の転換が予想されていたが、平成 25 年 8 月 6 日に再
開された文科省の「教員の資質能力向上に係る当面の改善方策の実施に向けた協力者会議」では、
平成 24 年 6 月に公表された「大学改革実行プラン」、同じく同年 8 月の中央教育審議会答申平成 
25 年 5 月に出された教育再生実行会議の提言した「これからの大学教育等の在り方について



































































20） 「教員養成ニュース」Synapse 2013.8 Vol.24,58 ～ 59 ページ。また、文科省初等中等教育局審議官山
下和仁は、民主党政権下にあって、当時教職員課長の立場で修士化に取り組んだ担当者の１人でもある
が、このことに関して、次のような注目すべき発言を行っている（兵庫教育大学主催「なぜ、今、教員














2012． 9． 14． 
２．佐藤学（2012）『教師教育のフロンティア－世界の動向から－』，学習院大学文学部教育学科「教員養成
のフロンティア学習院大学の挑戦」，2012． 11． 14． 
３．山崎準二（2012）『学び続けることと教師の成長』，学習院大学文学部教育学科「教員養成のフロンティ
ア学習院大学の挑戦」，2012． 11． 14． 
４．鍋島豊（2013）『教員養成の改革について』，大阪教育大学「教員の資質向上に関するシンポジウム」，
2013． 2． 9． 
５．藤村裕爾（2013）『これからの教員の資質向上はいかに達成されるのか』，大阪教育大学「教員の資質向
上に関するシンポジウム」，2013． 2． 9． 
６．越桐國雄（2013）『これからの教員の資質向上はいかに達成されるのか』，大阪教育大学「教員の資質向
上に関するシンポジウム」，2013． 2． 9． 
７．西園芳成（2013）『鳴門教育大学の取り組み（1）』，鳴門教育大学「教員養成モデルカリキュラムの発展
的研究」，2013． 2． 11． 
８．梅津正美（2013）『鳴門養育大学の取り組み（2）』，鳴門教育大学主催「教員養成モデルカリキュラムの
発展的研究」，2013． 2． 11． 
９．秋田美代（2013）『鳴門養育大学の取り組み（3）』，鳴門教育大学主催「教員養成モデルカリキュラムの
発展的研究」，2013． 2． 11． 
10．岩田康之（2013）『教員養成の高度化と教職大学院の役割』，2012 年京都連合教職大学院実践報告フォー
ラム「中教審答申と教員養成制度改革」，2013．2．17． 
11．池田貴城（2013）『教員養成政策の最近の動向について～大学における教育委員会との連携・協働～』，
「全国私立大学教員養成連絡研究協議会第 33 回全国大会」，2013．5．25．
